
平成 31 年 3 月 31 日 現在

年 9 月 8 日
(移行年月日) 年 8 月 1 日)

２　組織の状況（平成30年度事業分）
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5 0 0 1 0 5 0 0 1 0 5 0 0 1 0 5 0 0 1 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5 0 1 0 5 0 1 0 5 0 1 0 5 0 0 1 0 0

11 0 0 0 1 11 0 0 0 1 11 0 0 0 1 11 0 0 0 1 0

1 0 0 1 1 0 0 1 1 0 0 1 1 0 0 0 1 0

10 0 0 0 10 0 0 0 10 0 0 0 10 0 0 0 0 0

16 0 1 1 6 15 0 1 1 7 15 0 1 1 8 15 0 1 1 8 0

5 0 1 1 0 4 0 1 1 0 3 0 1 1 0 3 0 1 1 0 0

11 0 6 11 0 7 12 0 8 12 0 0 0 8 0

常勤職員 11 0 6 11 0 7 12 0 8 12 0 0 0 8 0

非常勤職員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 2 7 1 2 8 1 2 9 1 2 9
7

※役員・職員の兼務等特記事項については、プロパー、県職員の別を明記してください。

9整理番号

公益財団法人えひめ農林漁業振興機構

管理受託施設
（指定管理者施設を含む）

なし

農地中間管理事業
農林漁業後継者助成事業
青年農業者等育成センター事業
林業労働力確保支援センター事業
農業経営総合支援事業

職員

非正規職員

県関係職員の実数

設立目的

　愛媛県における農家の経営規模の拡大、農地利用の集約化、その他農地の利用の効率化
及び高度化を促進するとともに、農林漁業後継者の確保及び育成並びに農業経営に関する
指導を行うことにより、農林漁業の担い手を育成し、もって、愛媛県の農林漁業の振興に寄与
する。

71.010,650

3,150

1,200

基本金・資本金等 15,000 千円
(平成24

主な出資者

昭和46

設立の経緯
及び経過

主な事業内容

平成27年度 平成30年度
　　　　　　年度

　区分

常勤

非常勤

役員・職員の兼
務等特記事項

評議員

理事等

常勤

非常勤

増減
左記の増減

理由

（単位：人）

松山市一番町四丁目４番地２ 電話番号 089-945-1542

設立年月日

農林水産部 担い手・農地保全対策室所管部(局)課

21.0

8.0

H14年4月1日：(財)愛媛県農業開発公社と(財)愛媛県農林漁業後継者育成基金を統合
H24年8月1日：公益財団法人へ移行
H26年4月1日：公益財団法人えひめ農林漁業担い手育成公社から名称変更

出資者名 出資額（千円） 出資比率（％）

愛媛県

県内20全市町

農業4団体（県信連、全農愛媛県本部、全共連愛媛県本部、県酪連）

法人名

理事長  俊野　健治 ホームページＵＲＬ

平成31年度県出資法人経営評価検証シート（平成30年度事業分）

１　法人の概要

代表者名 http://www1.odn.ne.jp/cek31650/

所 在 地

平成29年度

県退職後2年内雇用OB

平成28年度

正規職員
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県出資法人経営評価検証シート（公益法人用） 番号 9

３　実施事業評価表 (単位：千円、％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
増減率

(前年度比)

87,796 94,873 115,153 99,802 92,853 △7.0 

うち
人件費

4,399 4,226 4,171 4,289 4,450 3.8

87,793 94,945 115,225 99,802 92,840 △7.0 

事業
開始年度

うち
県補助金等

87,780 94,942 113,464 99,798 92,839 △7.0 

事業
終了年度

うち
受取寄付金額等

0 0 0 0 0 -

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
増減率

(前年度比)

59 71 71 61 58 △4.9 

240 315 315 145 168 15.9

(単位：千円、％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
増減率

(前年度比)

38,861 14,154 21,270 21,271 19,782 △7.0 

うち
人件費

6,922 7,003 6,991 6,828 6,695 △1.9 

38,785 14,123 21,023 20,112 19,641 △2.3 

事業
開始年度

うち
県補助金等

28,213 4,454 4,454 4,454 4,454 0.0

事業
終了年度

うち
受取寄付金額等

0 0 0 0 0 -

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
増減率

(前年度比)

116 78 151 86 46 △46.5 

37 26 35 17 10 △41.2 

(単位：千円、％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
増減率

(前年度比)

37,832 37,665 41,019 53,541 53,331 △0.4 

うち
人件費

17,309 20,295 21,865 25,481 25,459 △0.1 

37,713 37,584 40,962 53,863 53,340 △1.0 

事業
開始年度

うち
県補助金等

24,501 32,112 36,074 43,414 47,274 8.9

事業
終了年度

うち
受取寄付金額等

0 0 0 0 0 -

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
増減率

(前年度比)

25.8 27.4 28.4 29.8 30.8 3.4

-

青年農業者等育成
センター事業

平成7年度～

林業労働力確保支
援センター事業

平成7年度～

※予定、見込
みがある場合

農地中間管理事業
(平成25年度まで農
地保有合理化事業)

昭和46年度～

事業名１

指標項目（単位）

経常費用

成果指標

青年就農給付金の貸付（人）

指標項目（単位）

区分

経常費用

成果指標

就農相談活動（件）

区分

就業紹介件数（件）

相談指導件数（件）

事業内容
（事業の目的、期待される
効果、これまでの成果等）

事業名２

経常収益

農業に関心のある青年やＩターン・Ｕターン就農希望者等に対する就農啓発、掘り起こし、就農相談活動等を行うとともに、就農す
る者に対する研修期間中の青年就農給付金の給付等を実施する

増減理由
（前年度10％以上の増減があった場合）

指標選定理由

経常費用

事業内容
（事業の目的、期待される
効果、これまでの成果等）

事業名３ 区分

経常収益

経常収益

事業内容
（事業の目的、期待される
効果、これまでの成果等）

成果指標
担い手の農地利用
集積率（％）

指標項目（単位）

農地の利用集積･集約化を促進し、農業の生産性向上に資するため、担い手が希望する農地を借り受け、利用しやすいまとまり
のある農地として貸し付けを実施する

中間管理事業が県内の担い手への
農地集積を牽引する

法人名　公益財団法人えひめ農林漁業振興機構

指標選定理由

個別相談活動が県内の新規就業拡
大につながる
事業体の紹介が就業者の拡大に直
結している

林業への新規就業の促進、林業事業体の経営基盤の強化、新規参入を促進するとともに、林業事業体や従事者雇用管理の改
善のための相談指導等を実施する

増減理由
（前年度10％以上の増減があった場合）

増減理由
（前年度10％以上の増減があった場合）

※事業計画書に記載されている主要事業については、必ず記載してください。

指標選定理由

就農準備中の青年等に給付金を給
付し新規就農を促進
個別相談活動が県内の新規就農者
拡大につながる
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(単位：千円、％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
増減率

(前年度比)

17,715 18,466 18,222 17,943 18,237 1.6

うち
人件費

2,333 2,196 1,983 2,007 1.2

18,498 18,183 18,492 19,072 3.1

事業
開始年度

うち
県補助金等

0 0 0 0 -

事業
終了年度

うち
受取寄付金額等

0 0 0 0 -

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
増減率

(前年度比)

207 161 177 190 7.3

-

(単位：千円、％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
増減率

(前年度比)

16,873 -

うち
人件費

1,743 -

16,873 -

事業
開始年度

うち
県補助金等

16,873 -

事業
終了年度

うち
受取寄付金額等

-

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
増減率

(前年度比)

507 -

8 -

(単位：千円、％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
増減率

(前年度比)

-

うち
人件費

-

-

事業
開始年度

うち
県補助金等

-

事業
終了年度

うち
受取寄付金額等

-

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
増減率

(前年度比)

-

-

平成30年度～

平成35年度

※予定、見込
みがある場合

事業内容
（事業の目的、期待される
効果、これまでの成果等）

事業内容
（事業の目的、期待される
効果、これまでの成果等）

事業内容
（事業の目的、期待される
効果、これまでの成果等）

事業名４ 区分 増減理由
（前年度10％以上の増減があった場合）

成果指標

指標項目（単位） 指標選定理由

成果指標

指標項目（単位） 指標選定理由

新規就農者数（人）
事業費の主なものが県内の新規就
農者の確保を促進するためのもの

経常費用

経営意欲のある農業者へ法人化等の相談活動を行うとともに、集落営農組織の設立や法人化の支援を実施する

成果指標

指標項目（単位） 指標選定理由

経常収益

事業名６ 区分 増減理由
（前年度10％以上の増減があった場合）

経常費用

農林水産業に関心を持つ青年を対象に就業体験を行うことで新規就農者を確保するとともに、各地域の協議会等の自主的な活
動支援を実施する

事業名５ 区分 増減理由
（前年度10％以上の増減があった場合）

経営相談件数（延名）

集落営農組織・法人
設立件数（組織数）

経常費用 ※Ｈ30年度から実施

経常収益

農林漁業後継者助
成事業

平成7年度～

農業経営総合支援
事業

経常収益

事業の目的が経営相談と集落営農
組織・法人化設立のため
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県出資法人経営評価検証シート（公益法人用） 番号 9

４　財務状況（H30年度） （単位：千円、％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 増減率
(前年度比)

183,921 170,609 200,895 197,736 207,233 4.8

うち公益目的 181,956 165,150 195,394 192,269 201,765 4.9

245 254 247 247 247 0.0

うち公益目的 245 254 247 247 247 0.0

15,525 6,338 7,575 12,847 8,962 △30.2 

うち公益目的 15,525 6,338 7,575 12,847 8,962 △30.2 

145,644 140,343 170,071 161,327 174,132 7.9

うち公益目的 145,644 140,343 166,588 157,879 170,683 8.1

194,270 170,309 200,849 198,018 206,484 4.3

うち公益目的 182,204 165,159 195,664 192,557 201,076 4.4

182,204 165,159 195,664 192,557 201,076 4.4

うち公益目的 182,204 165,159 195,664 192,557 201,076 4.4

12,066 5,151 5,185 5,460 5,408 △1.0 

うち公益目的 0 0 0 0 0 -

-10,349 300 46 -281 749 366.2

-51 0 0 0 0 -

-10,401 300 13,743 -3,115 -1,022 67.2

1,550,678 1,545,848 1,535,609 1,514,640 1,505,242 △0.6 

134,714 133,835 123,345 116,425 117,648 1.1

農地中間
管理事業

1,412,013 1,412,264 1,398,215 1,387,594 △0.8 

15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 0.0

412,200 407,070 383,087 365,234 356,857 △2.3 

19,781 21,414 18,005 12,170 13,489 10.8

うち短期借入金 0 0 0 0 0 -

392,419 385,656 365,081 353,063 343,368 △2.7 

92,613 85,850 65,275 53,257 43,602 △18.1 

1,138,479 1,138,779 1,152,522 1,149,407 1,148,385 △0.1 

1,034,952 1,034,952 1,048,649 1,045,815 1,044,044 △0.2 

103,527 103,827 103,873 103,591 104,341 0.7

1,550,678 1,545,848 1,535,609 1,514,640 1,505,242 △0.6 

【人件費内訳】（H30年度） （単位：千円、％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 増減率
(前年度比)

3,960 4,090 4,260 4,250 4,260 0.2

27,238 30,175 31,389 34,755 36,521 5.1

2,753 3,008 2,968 3,341 3,284 △1.7 

29,991 33,183 34,357 38,096 39,805 4.5

33,951 37,273 38,617 42,346 44,065 4.1

法人名　公益財団法人えひめ農林漁業振興機構

保有農地を平成29年度までにすべて売却したことからそ
の収益がなくなったことによる減

就農支援資金借入金の返済による減

増減理由
（前年度10％以上の増減があった場合）

うち管理費

経常費用計

当期経常増減額

流動負債

流動資産

固定資産

うち基本財産

職員人件費

一般正味財産

【
貸
借
対
照
表

】

当期経常外増減額

当期正味財産増減額

資産

負債

正味財産

うち長期借入金

負債・正味財産合計

区　　　　　分

うち受取補助金等(委託料・

うち基本財産運用益

うち事業収益

【
正
味
財
産
増
減
計
算
書

】

増減理由
（個々の項目で前年度10％前後の増減及び

当該年度特有の事情による増減があった場合に記入）

一部事業の中止による支出の減で収益が増加し
たことによる増

３月給与分を未払金としたことによる増

固定負債

指定正味財産

負担金含む）

うち事業費

経常収益計

区　　　　　分

役員人件費

うち事業費分

うち管理費分

小　　　計

合　　　　計
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【県の財政的関与】（H30年度） (単位：千円、％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 増減率
(前年度比)

0 0 0 0 0 -

140,494 134,945 157,476 151,114 164,889 9.1

0 0 6,321 1,988 1,495 △24.8 

-

-

0 0 0 0 0 -

　県　支　出　金　計 140,494 134,945 163,797 153,102 166,384 8.7

79,228 75,334 61,944 50,735 41,889 △17.4 

16,225 12,450 9,549 2,522 1,713 △32.1 

【県の財政的関与の内訳】　(H30年度） (単位：千円）

金額

50,723

7,693

85,146

2,800

1,654

16,873

1,495

0

【財務関係指標】（H30年度） (単位：％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 増減

76.4 79.1 81.5 77.4 80.3 2.9

- - 0.0 0.0 0.0 0.0

17.5 21.9 19.2 21.4 21.3 △0.0 

6.2 3.0 2.6 2.8 2.6 △0.1 

73.4 73.7 75.1 75.9 76.3 0.4

681.0 625.0 685.1 956.6 872.2 △84.5 

6.0 5.6 4.3 3.5 2.9 △0.6 

93.8 97.0 97.4 97.2 97.4 0.1

増減理由
（前年度10％以上の増減があった場合）

県事業の終了に伴う委託事業の減

就農支援資金借入金の返済による減

借入金の返済による減

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　左記の内容
※それぞれの始期を（終期が決まっている場合は終期も）記載すること。単年度のみの負担金等は、その旨を記載。
※貸付金については、貸付期間も記載すること。

H26～
農業経営の規模拡大、集団化の促進による農業生産性の向上を支援
Ｓ49～
新規就農者の掘り起こしから定着まで円滑な就農を支援
Ｈ24～
就農前の研修期間を支援し営農定着を支援

区　　　　　分

正味財産比率（会社法人及び公社以外）

流動比率

借入金依存率

公益目的事業比率

人件費比率

管理費比率

（長期借入金＋短期借入金）÷資産×100

（公益目的事業費）÷（公益目的事業費＋
収益事業等の費用＋管理費）×100

（流動資産÷流動負債）×100

人件費÷経常費用計×100

管理費÷経常費用計×100

正味財産÷（負債＋正味財産）×100

補助金

委託料

貸付金

農地中間管理事業等推進費（債務負担行為）

愛媛県林業・木材産業成長産業化促進対策事業
費補助金

損失補償

愛媛県森林整備担い手確保育成対策事業費補
助金

負　担　金

区　　　　　分

貸　付　額

区分

負担金

うち再委託額

県財政支出依存度

県受託事業の再委託度

補　助　金

委　託　料

うち指定管理委託料

名称

愛媛県農地中間管理事業等推進費補助金

新規就農促進事業費補助金

農業経営対策事業費補助金

森林の仕事ガイダンス企画運営委託料

貸付残高(期末)

損失補償に係る債務負担残高（期末）

新規就農総合支援事業費事業費補助金

県からの受託事業の外部委託費÷県か
らの受託事業費×100

農地を買入れる場合の買入れ資金を公益社団法人全国農地保有合理化協会
から借入れる場合の損失補償

H5～
林業事業体の事業の合理化及び雇用管理の改善指導のためのセンター支援
H20～
林業雇用条件の改善及び事業の合理化ならびに就業者の支援
H30～R35
多様な農業経営の課題に対応する相談活動や経営継承を支援

林業の就業相談会の開催等による労働力の確保を支援

県からの補助金等（補助金・負担金・委託
金）÷経常収益計×100

指標計算式
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県出資法人経営評価検証シート（公益法人用） 番号 9

５　法人の現状及び過去の評価結果

６　令和元年から令和４年における２次評価内容

法人名　公益財団法人えひめ農林漁業振興機構

  平成26年4月から、農地中間管理機構の業務を開始し、国や県からの支援を受け、相談
窓口の開設や各地域ごとの農地の借受希望者の募集、出し手の掘り起こしなど、担い手
への農地集積・集約化に向けて積極的に事業を展開している。
  また、農林漁業の人材確保･育成に向けた研修事業や研修を対象とした給付金事業に
取り組み、新規参入志向者の増加等により毎年度一定の需要が確保されている。
　さらに、平成30年４月からは、農業経営の相談や集落営農の組織化・法人化を進める農
業経営サポートセンター機能を設置した。

　国や県からの補助金収入が減少傾向にあるものの、農林水産業の担い手育成が県の
最重要施策であることから、基金等の効率的な運用を図りながら、県内の農林水産業の
担い手を育成するための事業が積極的に展開されることを期待したい。
なお　事業の実施に当たっては、県、市町、農業団体等関係機関との役割分担について
留意したうえで、事業の成果を踏まえた効率的・効果的な手法を検討し、取組みを進めて
いただきたい。

○　評価期間を通じて安定した黒字を計上するとともに、新公益法人体系への移行に伴い
役員数の減員を行うなど見直しを行っていることは、評価できる。
○　「農地中間管理事業」の開始にあたって、円滑な運営に要する財源として国費を確保
するとともに、業務量の増加と専門性に対応するため職員の増員を行うなどの対策を講じ
ている。今後は、新たな制度における当財団の担うべき役割を精査し、県担当部局とも十
分に協議しながら、事業を継続していただきたい。
○　県職員の派遣見直しについては、引き続き検討課題として取り組まれたい。

○　農林漁業後継者の育成に関する多様な事業を実施しているが、経済的支援終了後も
自立して農林漁業の担い手として就労できるよう地域の農業団体等と連携してフォロー
アップに努めること。
○　県財政支出依存度が８割を超えていることから、今後も安定的に事業を受託するほ
か、自主財源の確保についても検討すること。
○　現在、プロパー職員が不足しており、継続的・計画的に事業運営を行うための組織体
制の強化に向けて支障があると想定されることから、中長期的な視野に立ってプロパー職
員の育成や資質の向上などに努めること。

令和３年

令和４年

法人の現状

県出資法人改革プランに
基づく最終点検評価結果

（平成22年度総評）

県出資法人経営評価指針
に基づく経営評価結果

（平成23～25年事業総括）

令和元年

令和２年

県出資法人経営評価指針
に基づく経営評価結果

（平成26～29年事業総括）

①30年度の財務状況は、当期経常増減額が、29年度の -281千円から +749千円に黒字
＊転換、一般正味財産も29年度と比べて750千円増加した。
＊これは、29年度に -1,159千円となった「林業労働力確保支援センター事業」について、
＊経常費用を節減（-1,489千円）し、事業収支が改善された（-141千円）ことが要因であ
＊り、今後も引き続き、効果的・効率的な人員配置など経費節減に努めること。
②30年度から新たに「農業経営総合支援事業」を実施しているが、人員増を伴わない形で
＊実施したことは評価できる。組織体制の強化を図るため、中・長期的な視野に立ったプ
＊ロパー職員の育成などにも努めること。
③県財政支出依存度が80.3％と高い状況にあるが、引き続き、安定的に事業を受託して
＊いくとともに、機構の自主性・自立性の確保のため、自主財源の確保に向けた取組を検
＊討すること。
④農林漁業後継者の確保を図るため、ホームページや情報誌等で、農林漁業に関する各
＊種情報提供や相談、支援活動等のＰＲを行っていることは評価できる。引き続き、ホー
＊ムページやＳＮＳ、マスコミなどを活用した効果的な情報発信に努め、各種事業の実績
＊の更なる拡大を図ること。
＊なお、財務状況に関する情報の公開・提供（ホームページ・パンフレット等）に当たって
＊は、説明責任を果たすためにも、正確で分かりやすい表現に努めるほか、事業ごとの具
＊体的な状況（収支・成果）の記載にも努めること。

9-6 



７　県出資法人経営評価指針に基づく今後の課題と取組実績
　（１）出資法人の自主性・自立性の向上
　　　○組織体制の見直し、役職員数及び給与制度の見直し

共通

令和元年

令和２年

令和３年

令和４年

　　　○経営基盤の充実強化、経営におけるＰＤＣＡサイクルの実践

共通

令和元年

令和２年

令和３年

令和４年

　（２）県の関与の適正化
　　　○財政的関与の見直し

共通

令和元年

令和２年

令和３年

令和４年

　　○人的関与の見直し

共通

プロパー職員育成に係
る取組

プロパー職員育成に係
る取組

プロパー職員育成に係
る取組

プロパー職員育成に係
る取組

※プロパー職員育成計画等を作成している場合は添付してください。

取
組
内
容

　現況の人的関与は継続していく。

令和元年

令和２年

令和３年

令和４年

取り組むべき課題
　愛媛県の農林漁業従事者の高齢化、担い手の減少に対応するために、効率的な事業展
開が図れるよう国補事業を積極的に活用し県の財政負担の軽減に努める。

取
組
内
容

　農林漁業の担い手の確保を図るために、国補事業を積極的に活用し、県の財政負担の
軽減に努める。

　

取り組むべき課題
　専門的な業務が多いが組織の肥大化の防止の観点から、業務の専門性に対応できる
者を適切に配置していくとともに、業務内容や業務量に応じて柔軟で効率的な組織体制を
構築する。

取り組むべき課題

取
組
内
容

　組織の肥大化を防止しながら、専門的な能力を有する者を適切に配置していく。

取
組
内
容

　法人の円滑な運営に要する財源として国補事業を積極的に活用するとともに、保有資産
の効率的な運用に努める。

　当方人は収益事業を行うような性格ではないことから、国の事業を中心に中長期的に安
定的な事業を受託していく。
　また、設置している基金を安定的に運用していく。

取り組むべき課題
　県行政を補完し着実に農林漁業者を確保育成していく役割を担っていることから、専門
的な知識を有する者を県と連携のうえ確保していくが、現在の財政状況ではプロパー職員
の確保は困難なため、現況の人的関与は継続せざるを得ない。
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　　○出資法人の活用

共通

令和元年

令和２年

令和３年

令和４年

　（３）法人情報等の積極的な開示等
　　○法人情報の公開

共通

令和元年

令和２年

令和３年

令和４年

　　○認知度の向上

共通

令和元年

令和２年

令和３年

令和４年

８　令和元年度評価
　（１）１次評価

※特に、産業振興や地域活性化への関与、貢献に当たる取組みや事業を記載してください。

取り組むべき課題 　財団のホームページや冊子等を活用して事業をＰＲする。

取
組
内
容

　財団の事業実施方針の紹介や個々の事業について積極的なＰＲを図り認知度の向上に
努める。

法人による評価

　平成30年度から、新たに農業経営総合支援事業を実施することとなり、職員体制を見直
しながら既存人員で新たな事業に積極的に取り組めた。
　本事業を通じ、平成30年７月豪雨による被災農業者に対して個別の経営相談を実施で
き、また農地集積については、これまでの新規就農者と農地のマッチングに加え、農地の
受け手となる集落営農組織の法人育成支援にも取り組んだことにより地域内で幅広い集
積が可能となった。

法人所管課による評価

　人員を増加することなく新たな事業である農業経営総合支援事業に取り組んだことは、
人件費の抑制など収支構造上評価できる。
　また、農地の集積を進めるにあたっても、農地の受け手となる者が財団が主に携わって
いる新規就農者だけでなく、集落営農組織の法人へと幅広く設定できるなど事業上の効
果も期待できるなど、今後も積極的な農地集積に効果があるものと評価できる。

取り組むべき課題 　財団のホームページを活用して法人情報を公開する。

取
組
内
容

　役員、経営状況等に関する情報を掲載する。

取り組むべき課題
　農林漁業の担い手を確保育成するために中核的な役割を担う組織として県行政を補完
する。

取
組
内
容

　農林漁業の担い手を確保育成するための各種施策を着実に実施していく。
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　（２）２次評価

①30年度の財務状況は、当期経常増減額が、29年度の -281千円から +749千円に黒字転換、一般正味財産も29年度と
＊比べて750千円増加した。
＊これは、29年度に -1,159千円となった「林業労働力確保支援センター事業」について、経常費用を節減（-1,489千円）
＊し、事業収支が改善された（-141千円）ことが要因であり、今後も引き続き、効果的・効率的な人員配置など経費節減
＊に努めること。
②30年度から新たに「農業経営総合支援事業」を実施しているが、人員増を伴わない形で実施したことは評価できる。組
＊織体制の強化を図るため、中・長期的な視野に立ったプロパー職員の育成などにも努めること。
③県財政支出依存度が80.3％と高い状況にあるが、引き続き、安定的に事業を受託していくとともに、機構の自主性・自
＊立性の確保のため、自主財源の確保に向けた取組を検討すること。
④農林漁業後継者の確保を図るため、ホームページや情報誌等で、農林漁業に関する各種情報提供や相談、支援活動
＊等のＰＲを行っていることは評価できる。引き続き、ホームページやＳＮＳ、マスコミなどを活用した効果的な情報発信に
＊努め、各種事業の実績の更なる拡大を図ること。
＊なお、財務状況に関する情報の公開・提供（ホームページ・パンフレット等）に当たっては、説明責任を果たすために
＊も、正確で分かりやすい表現に努めるほか、事業ごとの具体的な状況（収支・成果）の記載にも努めること。
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